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要旨：ボックスカルバート隅角部の配筋省力化および隅角部の構造性能の改善を目的として，隅角部の主鉄

筋及び隅角部補強鉄筋の代替として隅角部補強ユニットを提案し，隅角部コンクリートの拘束度を変化させ

た 2 ケースの試験体で耐荷性能を検証した。その結果，いずれのケースにおいても隅角部のひび割れが抑制

されることを確認した。また，隅角部コンクリートの拘束度が高い Case1 では従来配筋以上の耐力およびエ

ネルギー吸収性能を有していることを確認した。一方で，拘束度の低い Case2 では主鉄筋と隅角部補強ユニ

ットの接続部の損傷により負側の耐力及びエネルギー吸収量の低下が見られた。
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1. はじめに

 近年，土木構造物に対する要求性能が高まり，部材接

合部等では配筋が高密度になっているものがある。例え

ばボックスカルバートの隅角部は，側壁・頂版･底版の主

鉄筋，隅角部補強鉄筋，ハンチ筋により配筋が高密度化

し，配筋作業が非常に煩雑で高度な技術を要するものと

なっている。また，外側主鉄筋は側壁から底版へと連続

しており配筋作業に時間を要している。そこで筆者らは

隅角部補強鉄筋並びに主鉄筋の配筋作業を簡素化する目

的で，隅角部鉄筋のユニットブロック化を提案してきた

1),2)。これにより，側壁から底版へと連続する主鉄筋を配

筋する手間が省け，隅角部補強鉄筋の配筋作業も省略で

きるという作業時のメリットがあるほか，隅角部の構造

性能も従来配筋と比べて向上する傾向があることを報告

した。

 一方で，既報における鉄筋ユニットブロックは主鉄筋

相当の鉄筋に対しフレア溶接を多用していることや，鉄

筋ユニットブロックと機械式定着を有する主鉄筋との接

続部分は鋼材を直接接触させるものであり，施工時の検

査が難しいことが課題であった。そこで，従来の鉄筋ユ

ニットブロックを改良し，平鋼及び山形鋼で隅角部ユニ

ットを形成することで鉄筋のフレア溶接を行わない構造

を開発した。また，隅角部補強ユニットと機械式定着を

有する主鉄筋はコンクリートを介して接続する構造とし，

コンクリートの充填性に配慮して十分な隙間を設けるも

のとした。

本検討では，上記の改良された隅角部補強ユニットを

用いた RC 隅角部の構造性能を検証するため，L 形試験

体の正負交番載荷実験を実施した。また，同条件で実施

された村田ら 3)の従来配筋の試験体（以下，従来型）と

の比較を行った。

2. 実験概要

2.1. 隅角部補強ユニットの詳細

(1) 概要

 隅角部補強ユニットの構成を図－1 及び図－2 に示す。 

また，製作した隅角部補強ユニットを含む配筋状況を写

真－1 に示す。隅角部補強ユニットは隅角部補強鋼板

(SM490)，接続部山形鋼(SS400)，接続部平鋼(SS400)から

なる。隅角部補強鋼板は隅角部内の主鉄筋および隅角部

補強鉄筋の代替として配置し，接続部山形鋼は，主鉄筋

から伝達される力を隅角部補強鋼板へと伝達する目的で

図－1 隅角部補強ユニットの構成 図－2 主鉄筋と隅角部補強ユニットの接続部 
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配置した。また，接続部平鋼は外側主鉄筋の機械式定着

およびその周囲のコンクリートを拘束する目的のため配

置した。

(2) 設計方法の詳細

 本設計の特性値には道路橋示方書・同解説 Ⅱ 鋼橋・

鋼部材編(H29)で示される各鋼材種の特性値を用いた。隅

角部補強鋼板は主鉄筋降伏相当の力が作用した際に，鋼

材の応力度が降伏強度の特性値以下であるように寸法を

定めた。各種鋼材の斜め方向の鋼材部分の寸法は，従来

型の隅角部補強鉄筋と同程度の降伏耐力となるように定

めた。接続部山形鋼の寸法は猪口ら 1)，渡部ら 2)が使用

した鉄筋ユニットブロックの接続部鋼板Bと同じ厚みと

した。また，溶接部は，主鉄筋降伏相当の力が作用した

際に，溶接部の応力度が降伏強度の特性値以下となるよ

う母材の厚さおよび溶接長を決定した。接続部平鋼は，

主鉄筋に作用する力の主方向と直行する方向であるため，

特別に設計は行わず，2.2 節で示すケースによらず厚みを

10mm とした。 

2.2. 正負交番載荷実験の概要 
(1) 試験体諸元および実験ケース

L 形試験体の諸元を図－3 及び図－4 に示す。試験体の

製作方法は村田ら 3)が実施した従来の配筋方法により製

作した試験体（以下，従来型）に倣い実施している。本

試験体は実物の 1/2 サイズ程度の底版と側壁を模擬して

おり，底版厚は 600mm，側壁厚は 500mm とし，軸方向

の試験体幅は 720mm とした。鉄筋は実物と同様の鉄筋

比となるように径と本数を決定した。主鉄筋として機械

式定着を有する D19（SD345，fy=374N/mm2）を 8 本，せ

ん断補強鉄筋として D13（SD345，fy=378N/mm2）3 本を

120mm 間隔で配置した。ハンチ筋は主鉄筋の 1/2 の量と

し，D16（SD345，fy=381N/mm2）を 6 本配置した。 

実験では隅角部補強鋼板の奥行方向の配置間隔が異

なる 2 ケースを実施した（表－1 および図－5）。隅角部

補強鋼板の間隔が異なることで隅角部コンクリートの拘

束度が変化するが，この拘束度の違いが隅角部コンクリ

ートに生じるひび割れに及ぼす影響や，塑性ヒンジが生

表－1 実験ケース 

項目 隅角部補強鋼板間隔 隅角部補強鋼板厚

Case1 主鉄筋間隔相当 12 mm 
Case2 Case1 の約 2.3 倍 22 mm 

Case1 Case2 

図－5 各ケースの隅角部補強ユニットのイメージ 

図－3 試験体の概要（Case1,2 共通） 

図－4 Case1 隅角部 底版図 

写真－1 隅角部補強ユニット 

平均鋼板間隔 約 210mm 平均鋼板間隔 約 90mm 
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じる位置に及ぼす影響を実験にて確認することとした。

ここで，Case1 では隅角部補強鋼板の配置間隔を主鉄筋

間隔相当とした。Case2 では隅角部補強鋼板の配置間隔

を主鉄筋間隔の約 2.3 倍とし鋼板枚数を半分とした。鋼

板厚は Case1 では主鉄筋 1 本の降伏相当，Case2 では主

鉄筋 2 本の降伏力相当の耐力となる厚さと設定した。こ

れにより，隅角部補強鋼板の鋼材量は Case1 および Case2

でほぼ同量となっている。また参考として本実験と，従

来配筋型の材料強度をそれぞれ表－2 に示す。 

(2) 載荷方法 
 載荷方法は，自己反力で隅角部に正負の曲げモーメン

トが作用するようにし，ジャッキの押す方向（内側引張）

を正載荷，引く方向（外側引張）を負載荷として加力し

た。正負交番載荷においては，ハンチ上断面の主鉄筋の

降伏変位を 1δy とし，以降±2δy，±3δy・・と同一変位

で 3 サイクルずつ正負に繰り返し，安全に載荷が可能で 

 

表－2 材料値 

材料 項目 本実験 従来型 

コンクリート 圧縮強度 f’c 40.0 35.2 
鉄筋 D13 降伏強度 fy 378 391 
鉄筋 D16 降伏強度 fy 381 391 
鉄筋 D19 降伏強度 fy 374 391 

ある範囲まで載荷した。以下では 3 サイクルの載荷につ

いては，+1δy-1，+1δy-2・・のように表現する。変位制御

における降伏変位は正負でそれぞれ+1δy=+18mm， -

1δy=13mm となった。測定項目ジャッキに取り付けたロ

ードセルの荷重，及び図－3 に示した位置での制御変位

を記録した。また，3.2 節に示す位置の鉄筋，隅角部補強

鋼板及び接続部平鋼に貼り付けたひずみゲージにより鋼

材のひずみを測定した。各ひずみは奥行き方向に 2 断面

を測定したが，結果として各断面の同位置でほぼ同等の

ひずみが測定されたことから，以降の章では片側 1 断面

分の測定結果のみを示す。 

 

3. 実験結果と考察 
3.1. 荷重変位曲線および履歴吸収エネルギー 
 Case1，Case2 及び従来型の実験終了後の外観を写真－

2 に示す。いずれのケースも予備載荷で曲げひび割れが

生じ，1δy で側壁ハンチ上断面の主鉄筋が降伏した。次

に正負の曲げひび割れが進展して貫通し，コンクリート

の損傷が進んだ。その後，Case1，Case2 は，それぞれ+6δy-

3，+3δy-3 で側壁の外側主鉄筋の座屈が生じ，最終的に，

それぞれ-7δy-3，+6δy-1 までに数本の鉄筋破断が生じた

ため載荷を終了した。座屈箇所はいずれも側壁基部の外 
   

  

 

 
(a) Case1 (b) Case2 (c) 従来型 3) 

写真－2 載荷終了後の外観 

 

  
図－6 荷重変位曲線 
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側であった。なお，従来型は+5δy-1 で側壁外側主鉄筋に

座屈が生じた。早期に座屈が生じた Case2 では側壁の外

側主鉄筋と隅角部ユニットの接続部のコンクリートの損

傷が顕著であり，該当箇所の接続部平鋼が変形している

様子が確認された。また，従来型で隅角部コンクリート

の損傷が顕著であったのに対し，Case1 及び Case2 のい

ずれも隅角部内にはひび割れが観測されず，隅角部の損

傷は抑制されていた。 

Case1,Case2 及び従来型の荷重変位曲線を図－6に示す。 

Case1 は従来型以上の部材耐力および靭性を有している 

ことがわかる。Case1 ではおおよそ 6δy まではスリップ

性状は見られず，7δy-1 の載荷からスリップ性状が確認

された。一方，Case2 では負側の載荷時において従来型

より耐力および靭性が低い。また，比較的初期から履歴

カーブの面積が小さく，3δy からスリップ性状が確認さ

れた。また，従来型では 5δy を境にスリップ性状が確認 

 

 
図－7 履歴吸収エネルギー 

 

 
図－8 最大荷重の残存割合 

 

 
図－9 各塑性率における履歴吸収エネルギー比較 

された。以上より，従来型に比べ，Case1 は主鉄筋の座屈

が生じにくいため，耐荷性能（耐力・靭性）がより大き

いのに対し，Case2 では早期に座屈が生じることで，負

側の耐荷性能が低下する結果となった。塑性率と 3cycle

目の履歴吸収エネルギーの関係を図－7 に示す。Case1 で

は従来型に比べ非常に大きなエネルギーが吸収された。

一方，Case2 では従来型よりもエネルギー吸収量が小さ

い。Case2 では早期から負側で耐力低下が生じたことや，

早期にスリップ性状が生じたことによりエネルギー吸収

量が低下したと考えられる。 

次に，各塑性率における耐力及び履歴吸収エネルギー

の比較を行った。道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編 

(H29) （以下，道示 V）によると，限界状態 2 に相当す

る実験時の状態について，(i)3cycle 繰返しによる最大荷

重の残存割合が 85%を下回らないこと，(ii)2cycle 目と

3cycle 目の載荷における履歴吸収エネルギーを比較して

エネルギー吸収量の低下が 10%程度以下であること，が

目安として示されている。ここで，従来型の試験体は 14

年版の道示Vにおける終局曲率により設計されているた

め，ここで(i),(ii)の目安はあくまでも参考値として以下の

図中に示した。まず，各塑性率における 1cycle 目の最大

荷重に対する 3cycle 目の最大荷重の残存割合を図－8 に

示す。載荷を終了するまではどのケースにおいても 85%

を下回っていない。次に，各塑性率における 2cycle 目の

履歴吸収エネルギーに対する 3cycle 目の履歴吸収エネル

ギーの割合を図－9 に示す。従来型では 3δy においてわ

ずかに 90%を超えたが，4δy 以降は 90%以下となってい

る。一方，Case1 では 3,4,5δy で 90%以上となっており，

Case2 ではすべての靭性率において 90%を下回っている。

以上より，Case1 は繰返し荷重によるエネルギー吸収能

力の低下が従来型よりも生じづらいことが確認された。 

3.2. 鋼材のひずみ 
鉄筋，隅角部補強鋼板，接続部平鋼のひずみ測定位置

を図－10 に示す。また各ひずみと制御変位の関係を図－

11 に示す。図中では，各塑性率の最大荷重時におけるひ

ずみをプロットで示しており，正を引張ひずみとしてい

る。主鉄筋及び隅角部補強ユニットを構成する鋼材の降

伏ひずみはそれぞれ，1989μ，1575μである。側壁外側主

鉄筋のひずみ（OR1 および OR2）に着目すると，Case1

では負の変位（負載荷）に伴い正のひずみが増加してい

ることが確認できる。しかし，Case2 では Case1 と比較

するとひずみがかなり小さく，主鉄筋が引張力を伝達し

ていないことが確認された。これは Case2 で負側の最大

荷重が低下したことや，エネルギー吸収量が小さいこと

と整合している。また，側壁外側の主鉄筋に力が伝達さ

れていない原因として，側壁外側の接続部のコンクリー

トの損傷が激しかったことから，主鉄筋の定着に問題が
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生じたと考えられる。さらに，Case2 では Case1 と異な

り，側壁外側接続部平鋼のひずみ（FW1）が大きく増加

し，-3δy-1 で降伏ひずみに達している。目視でも当該の

平鋼が外側にはらみ出すように大きく変形していたこと

から，平鋼の降伏により接続部周りのコンクリートの拘

束が弱まったため，繰返し載荷により接続部周りのコン

クリートの損傷が進み，主鉄筋の定着性能が低下したも 

  
OR1 （主鉄筋 側壁外側 ハンチ上） IR1 （主鉄筋 側壁内側 ハンチ上） 

  
OR2 （主鉄筋 側壁外側 ハンチ下） IR2 （主鉄筋 側壁内側 ハンチ下） 

  
OP3 （隅角部補強鋼板 側壁外側） IP3 （隅角部補強鋼板 側壁内側） 

  
P4 （隅角部補強鋼板 斜め部） FW1 （接続部平鋼） 

Case1 Case2 （点線は各 Case のひずみの全データ） 
図－11 鋼材のひずみ 
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図－10 ひずみ測定位置 

：ひずみ測定方向 
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のと思われる。Case2 は Case1 に比べて隅角部補強鋼板

の間隔が広く，隅角部補強鋼板間の平鋼に作用する曲げ

モーメントがより大きかったことも予想される。これに

より，接続部平鋼による鉄筋接続部周りのコンクリート

の拘束が重要であり，接続部平鋼の適切な設計が必要で

あることが明らかになった。また，Case1 で接続部に問

題が生じなかったことから，接続部補強鋼板の間隔や平

鋼の曲げ剛性により，接続部の機械式定着及びコンクリ

ートの拘束の程度を制御することが可能であると思われ

る。一方，接続部山形鋼のひずみは降伏ひずみ内に収ま

ったため，本実験では十分な寸法及び強度であったもの

と思われるが，接続部平鋼同様に主鉄筋の接続に対して

設計が必要であると考えられる。側壁内側の主鉄筋ひず

みはCase1とCase2でおおむね同様の傾向を示しており，

側壁内側の主鉄筋の接続部には問題がないことが確認で

きた。また，隅角部補強鋼板のひずみのうち，側壁内側

の IP3，斜め部 P4 については Case1,Case2 で同様の傾向

が確認できた。隅角部補強鋼板の側壁外側のひずみ OP3

は，Case2 の+3δy-2 で測定値エラーとなり，それ以降の

塑性率で Case1 とひずみを比較できなかった。 

 以上より，Case1 および Case2 の鋼材ひずみの比較か

ら，(1)Case2 の外側主鉄筋の接続部において平鋼が降伏

し，接続部周りのコンクリートの拘束が弱まったことで，

主鉄筋の定着性能が低下し主鉄筋が力を負担できていな

いこと，(2)主鉄筋の接続に対して，接続部平鋼及び接続

部山形鋼の設計が必要であること，(3)Case1 では接続部

の損傷が生じていないことから，コンクリートを拘束す

ることによる曲げモーメントに対して，平鋼や山形鋼が

降伏しないような設計をすることで，接続部における機

械式定着及びコンクリートの拘束の程度を制御できるこ

と，が明らかとなった。 

 

4. まとめ 
本検討では，隅角部配筋の合理化と隅角部の構造性能

の改善を目標として開発された隅角部補強ユニットの耐

荷性能について実験的検証を実施した。隅角部補強鋼板

の間隔を実験パラメータとした 2 体と従来型との実験結

果の比較から得られた知見を以下にまとめる。 

 

(1) 隅角部補強鋼板の間隔が広くなると，接続部平鋼

に作用する曲げモーメントが大きくなることで，

接続部平鋼が降伏し，接続部周りのコンクリート

の拘束が弱まり機械式定着の定着性能が低下し

た。これにより，部材の耐力やエネルギー吸収量

の低下が生じた(Case2)。そのため，軸方向鉄筋の

引張力を隅角部補強ユニットに確実に伝達する

ために，軸方向鉄筋と隅角部補強ユニットと接続

部において機械式定着及び定着領域のコンクリ

ートの拘束力を確保する必要がある。拘束の程度

は接続部平鋼及び接続部山形鋼を，適切に設計す

ることで制御が可能であると考えられる。すなわ

ち，コンクリートを拘束することによる曲げモー

メントに対して，平鋼や山形鋼が降伏しないよう

に設計すればよいと考えられる。 

(2) 接続部における定着及び拘束が機能している場

合（Case1），従来型よりもエネルギー吸収量が多

く，隅角部のひび割れも抑制された。 

 

今後は，拘束力に着目した機械式定着と隅角部補強ユ

ニットの接続性能を明らかにする必要がある。 
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